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議案甲第２３号 

 

   鳥栖市監査委員に関する条例の一部を改正する条例 

 

 鳥栖市監査委員に関する条例（昭和４７年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改 正 前 改 正 後 

 (請求又は要求による監査) 

第６条 法第７５条第１項、法第９８条第２項、法第２４２条第

１項若しくは法第２４３条の２の８第３項の規定による監査の

請求又は法第１９９条第６項若しくは第７項及び法第２３５条

の２第２項の規定による市長の要求があったときは、監査委員

は、請求又は要求を受けた日から１０日以内に監査に着手しな

ければならない。ただし、やむを得ない事由があるときはこの

限りでない。 

 (請求又は要求による監査) 

第６条 法第７５条第１項、法第９８条第２項、法第２４２条第

１項若しくは法第２４３条の２の９第３項の規定による監査の

請求又は法第１９９条第６項若しくは第７項及び法第２３５条

の２第２項の規定による市長の要求があったときは、監査委員

は、請求又は要求を受けた日から１０日以内に監査に着手しな

ければならない。ただし、やむを得ない事由があるときはこの

限りでない。 

   附 則 

 この条例は、令和８年９月２４日から施行する。 

 

 上記の議案を提出する。 

  令和８年６月８日 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 （提案理由） 

 地方自治法の一部改正に伴い、条例を改正したいため、この案を提出する。 
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議案甲第２４号 

 

   鳥栖市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

 鳥栖市印鑑登録及び証明に関する条例（昭和４４年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改 正 前 改 正 後 

第１３条 前条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カード又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２

条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備を多機能端末機

（本市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末機で、自

ら必要な操作を行うことにより証明書等を自動的に交付する機

能を有するものをいう。）に使用し、必要な操作を行うことに

より、印鑑登録証明書の請求をし、その交付を受けることがで

きる。 

第１３条 前条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カード、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９

号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定在留カード若し

くは日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第１６条

の２第１項に規定する特定特別永住者証明書又は電気通信事業

法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４項第３号ロに

規定する移動端末設備を多機能端末機（本市の電子計算機と電

気通信回線で接続された端末機で、自ら必要な操作を行うこと

により証明書等を自動的に交付する機能を有するものをいう。）

に使用し、必要な操作を行うことにより、印鑑登録証明書の請

求をし、その交付を受けることができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 上記の議案を提出する。 

  令和８年６月８日 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   
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 （提案理由） 

 出入国管理及び難民認定法等の一部改正に伴い、条例を改正したいため、この案を提出する。 
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議案甲第２５号 

 

   鳥栖市体育施設条例の一部を改正する条例 

 

 鳥栖市体育施設条例（昭和５３年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改 正 前 改 正 後 

別表６ 

 市民庭球場使用料 

区分 庭球場使用料 夜間照明使用料 

１面 

（１時間当

たり） 

練習コート

（１時間当

たり） 

１面 

（１時間当

たり） 

練習コート

（１時間当

たり） 

小・中・高生 １５０円 ５０円 １００円 ５０円 

一般 ３１０円 １００円 ２６０円 １００円 

市外 ６５０円 ２００円 ６３０円 ２００円 

 備考 略 

別表６ 

 市民庭球場使用料 

区分 庭球場使用料 夜間照明使用料 

１面 

（１時間当

たり） 

練習コート

（１時間当

たり） 

１面 

（１時間当

たり） 

練習コート

（１時間当

たり） 

小・中・高生 １５０円 ５０円 ５０円 ３０円 

一般 ３１０円 １００円 １３０円 ５０円 

市外 ６５０円 ２００円 ３２０円 １００円 

 備考 略 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表６の規定は、この条例の施行の日以後に受ける許可に係る使用料について適用し、同日前に受けた許可に係る使用料

については、なお従前の例による。 

 

 上記の議案を提出する。 

  令和８年６月８日 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   
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 （提案理由） 

 体育施設の使用料を改定したいため、この案を提出する。 
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議案甲第２６号 

 

   鳥栖スタジアム条例の一部を改正する条例 

 

 鳥栖スタジアム条例(平成８年条例第１号)の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改 正 前 改 正 後 

別表第１ 別表第１ 

略 

２ 夜間照明施設使用料 

(単位 円) 

区分 単位 使用料 

アマチュアス

ポーツに使用 

全部点灯 ３０分間当たり ９，０７０ 

２分の１点灯 ３０分間当たり ４，５８０ 

５分の１点灯 ３０分間当たり １，８１０ 

１０分の１点灯 ３０分間当たり ９５０ 

アマチュア以

外のスポーツ

に使用 

全部点灯 ３０分間当たり ７８，５７０ 

２分の１点灯 ３０分間当たり ３９，２８０ 

５分の１点灯 ３０分間当たり １５，７１０ 

１０分の１点灯 ３０分間当たり ７，８５０ 

アマチュアス

ポーツで市外

者使用 

全部点灯 ３０分間当たり １８，１５０ 

２分の１点灯 ３０分間当たり ９，１７０ 

５分の１点灯 ３０分間当たり ３，６２０ 

１０分の１点灯 ３０分間当たり １，９１０ 

 備考 使用時間が３０分間未満の場合は、３０分間として計算 

略 

２ 夜間照明施設使用料 

(単位 円) 

区分 単位 使用料 

アマチュアス

ポーツに使用 

１５００ルクス ３０分間当たり ４，５４０ 

５００ルクス ３０分間当たり １，５１０ 

２００ルクス ３０分間当たり ６００ 

１００ルクス ３０分間当たり ３００ 

演出照明 ３０分間当たり ３６０ 

アマチュア以

外のスポーツ

に使用 

１５００ルクス ３０分間当たり ３９，２９０ 

５００ルクス ３０分間当たり １３，１００ 

２００ルクス ３０分間当たり ５，２４０ 

１００ルクス ３０分間当たり ２，６２０ 

演出照明 ３０分間当たり ３，１３０ 

アマチュアス

ポーツで市外

者使用 

 

 

１５００ルクス ３０分間当たり ９，０８０ 

５００ルクス ３０分間当たり ３，０２０ 

２００ルクス ３０分間当たり １，２００ 

１００ルクス ３０分間当たり ６００ 

演出照明 ３０分間当たり ７２０ 

 備考 使用時間が３０分間未満の場合は、３０分間として計算 
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   する。    する。 

   附 則 

 （施行期日) 

１ この条例は、令和８年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日以後に受ける許可に係る使用料について適用し、同日前に受けた許可に係る使用

料については、なお従前の例による。 

 

 上記の議案を提出する。 

  令和８年６月８日 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 （提案理由） 

 鳥栖スタジアムの使用料を改定したいため、この案を提出する。 
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議案甲第２７号 

 

   財産（ＧＩＧＡスクール学習者用等タブレット端末）の取得について 

 

 下記のＧＩＧＡスクール学習者用等タブレット端末を取得することについて、鳥栖市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（昭和３９年条例第９号）第３条の規定により、市議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 物件の表示   ＧＩＧＡスクール学習者用等タブレット端末 

２ 取 得 価 格   ３７５，９５７，４５０円 

３ 購入の相手方   佐賀市鍋島町大字森田９０２番地 

           株式会社学映システム 

           代表取締役  岡 村 祐 臣 

４ 契約 の 方 法   随意契約 

 

 上記の議案を提出する。 

  令和８年６月８日 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   
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議案甲第４０号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこ

れを報告し、市議会の承認を求める。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 

 

 

専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

  令和８年３月３１日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   
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鳥栖市条例第１９号 

 

   鳥栖市税条例の一部を改正する条例 

 

 鳥栖市税条例（昭和２９年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改 正 前 改 正 後 

 （納税証明事項）  （納税証明事項） 

第１８条の３ 地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。

以下「施行規則」という。）第１条の９第２号に規定する事項

は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５９条第

１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車につい

て天災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場

合においてその旨とする。 

 （納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金に係る延滞金） 

第１９条 納税者又は特別徴収義務者は、第３９条、第４５条、

第４５条の２若しくは第４５条の５（第５２条の７の２におい

て準用する場合を含む。以下この条において同じ。）、第４６

条の４第１項（第４６条の５第３項において準用する場合を含

む。以下この条において同じ。）、第４７条第１項（法第３２１

条の８第３４項及び第３５項の申告書に係る部分を除く。）、第

５２条の７、第６６条、第７６条の６第１項、第７８条第２項、

第９３条第１項若しくは第２項、第９７条第２項、第１２６条第

１項、第１３１条又は第１３７条第３項に規定する納期限後に

その税金を納付し、又は納入金を納入する場合には、当該税額

又は納入金額にその納期限（納期限の延長があったときは、そ

の延長された納期限とする。以下第１号、第２号及び第５号に

おいて同じ。）の翌日から納付又は納入の日までの期間の日数

第１８条の３ 地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。

以下「施行規則」という。）第１条の９第２号に規定する事項

は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５９条第

１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車につい

て天災その他やむを得ない事由により軽自動車税を滞納してい

る場合においてその旨とする。 

 （納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金に係る延滞金） 

第１９条 納税者又は特別徴収義務者は、第３９条、第４５条、

第４５条の２若しくは第４５条の５（第５２条の７の２におい

て準用する場合を含む。以下この条において同じ。）、第４６

条の４第１項（第４６条の５第３項において準用する場合を含

む。以下この条において同じ。）、第４７条第１項（法第３２１

条の８第３４項及び第３５項の申告書に係る部分を除く。）、第

５２条の７、第６６条、第７８条第２項、第９３条第１項若し

くは第２項、第９７条第２項、第１２６条第１項、第１３１条

又は第１３７条第３項に規定する納期限後にその税金を納付

し、又は納入金を納入する場合には、当該税額又は納入金額に

その納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納

期限とする。以下第１号、第２号及び第５号において同じ。）

の翌日から納付又は納入の日までの期間の日数に応じ年１４．６
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に応じ年１４．６パーセント（次の各号に掲げる税額の区分に

応じ、第１号から第４号までに掲げる期間並びに第５号及び第

６号に定める日までの期間については、年７．３パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納

付書によって納付し、又は納付書によって納入しなければなら

ない。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第７６条の６第１項の申告書、第９３条第１項若しくは第

２項の申告書又は第１２６条第１項の申告書に係る税額（第

４号に掲げる税額を除く。）当該税額に係る納期限の翌日か

ら１月を経過する日までの期間 

 ⑶ 第７６条の６第１項の申告書、第９３条第１項若しくは第

２項の申告書又は第１２６条第１項の申告書でその提出期限

後に提出したものに係る税額 当該提出した日までの期間又

はその日の翌日から１月を経過する日までの期間 

 ⑷～⑹ 略 

 （所得割の課税標準） 

第３２条 略 

２ 略 

３ 法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等（以下この

項及び次項並びに第３３条の８において「特定配当等」という。）

に係る所得を有する者に係る総所得金額は、当該特定配当等に

係る所得の金額を除外して算定する。 

 

４～６ 略 

 （軽自動車税の納税義務者等） 

第７５条 軽自動車税は、３輪以上の軽自動車に対し、当該３輪

以上の軽自動車の取得者に環境性能割によって、軽自動車等（原

パーセント（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第１号から

第４号までに掲げる期間並びに第５号及び第６号に定める日ま

での期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金額を加算して納付書によって納付

し、又は納付書によって納入しなければならない。 

 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第９３条第１項若しくは第２項の申告書又は第１２６条第

１項の申告書に係る税額（第４号に掲げる税額を除く。） 当

該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日までの期間 

 

 ⑶ 第９３条第１項若しくは第２項の申告書又は第１２６条第

１項の申告書でその提出期限後に提出したものに係る税額 

当該提出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過

する日までの期間 

 ⑷～⑹ 略 

 （所得割の課税標準） 

第３２条 略 

２ 略 

３ 法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等（次項及び

第３３条の８において「特定配当等」という。）（同号ロに掲

げるものを除く。以下この項において同じ。）に係る所得を有

する者に係る総所得金額は、当該特定配当等に係る所得の金額

を除外して算定する。 

４～６ 略 

 （軽自動車税の納税義務者等） 

第７５条 軽自動車税は、軽自動車等(原動機付自転車、軽自動車、

小型特殊自動車及び２輪の小型自動車をいう。以下軽自動車税
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動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動

車をいう。以下軽自動車税について同じ。）に対し、当該軽自

動車等の所有者に種別割によって課する。 

２ 前項に規定する３輪以上の軽自動車の取得者には、法第４４３

条第２項に規定する者を含まないものとする。 

３ 軽自動車等の所有者が法第４４５条第１項の規定により種別

割を課することができない者である場合には、第１項の規定に

かかわらず、その使用者に課する。ただし、公用又は公共の用

に供する軽自動車等についてはこれを課さない。 

 

 （軽自動車税のみなす課税） 

第７６条 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等

の所有権を留保している場合には、軽自動車税の賦課徴収につ

いては、買主を前条第１項に規定する３輪以上の軽自動車の取

得者（以下この節において「３輪以上の軽自動車の取得者」と

いう。）又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課

する。 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等につい

て、買主の変更があったときは、新たに買主となる者を３輪以

上の軽自動車の取得者又は軽自動車等の所有者とみなして、軽

自動車税を課する。 

３ 法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項にお

いて「販売業者等」という。）が、その製造により取得した３

輪以上の軽自動車又はその販売のためその他運行（道路運送車

両法第２条第５項に規定する運行をいう。次項において同じ。）

以外の目的に供するため取得した３輪以上の軽自動車につい

て、当該販売業者等が、法第４４４条第３項に規定する車両番

号の指定を受けた場合（当該車両番号の指定前に第１項の規定

について同じ。）に対し、その所有者に課する。 

 

 

 

 

２ 軽自動車等の所有者が法第４４５条第１項の規定により軽自

動車税を課することができない者である場合には、前項の規定

にかかわらず、当該軽自動車等の使用者に軽自動車税を課する。

ただし、公用又は公共の用に供する軽自動車等については、こ

の限りでない。 

 （軽自動車税のみなす課税） 

第７６条 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等

の所有権を留保している場合には、買主を軽自動車等の所有者

とみなして、軽自動車税を課する。 

 

 

 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等につい

て、買主の変更があったときは、新たに買主となる者を軽自動

車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 
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の適用を受ける売買契約の締結が行われた場合を除く。）には、

当該販売業者等を３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環

境性能割を課する。 

４ 法の施行地外で３輪以上の軽自動車を取得した者が、当該３

輪以上の軽自動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供し

た場合には、当該３輪以上の軽自動車を運行の用に供する者を

３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

 （日本赤十字社が取得する３輪以上の軽自動車に対する環境性

能割の非課税の範囲） 

第７６条の２ 日本赤十字社が取得する３輪以上の軽自動車のう

ち、直接その本来の事業の用に供するもので、救急用のもの又

は血液事業の用に供するものに対しては、環境性能割を課さな

い。 

 （日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する種別割の非課税

の範囲） 

第７６条の２の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、

直接その本来の事業の用に供するもので、救急用のもの又は血

液事業の用に供するものに対しては、種別割を課さない。 

 （環境性能割の課税標準） 

第７６条の３ 環境性能割の課税標準は、３輪以上の軽自動車の

取得のために通常要する価額として施行規則第１５条の１０に

定めるところにより算定した金額とする。 

 （環境性能割の税率） 

第７６条の４ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課

する環境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

 ⑴ 法第４５１条第１項（同条第４項又は第５項において準用

する場合を含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非

課税の範囲） 

第７６条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接

その本来の事業の用に供するもので、救急用のもの又は血液事

業の用に供するものに対しては、軽自動車税を課さない。 
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 ⑵ 法第４５１条第２項（同条第４項又は第５項において準用

する場合を含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の

２ 

 ⑶ 法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの １００分

の３ 

 （環境性能割の徴収の方法） 

第７６条の５ 環境性能割の徴収については、申告納付の方法に

よらなければならない。 

 （環境性能割の申告納付） 

第７６条の６ 環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１項

各号に掲げる３輪以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定

める時又は日までに、施行規則第３３号の４様式による申告書

を市長に提出するとともに、その申告に係る環境性能割額を納

付しなければならない。 

２ ３輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除

く。）は、法第４５４条第１項各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める時又は日までに、施行規則第３３号の４様式によ

る報告書を市長に提出しなければならない。 

 （環境性能割に係る不申告等に関する過料） 

第７６条の７ 環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告

し、又は報告すべき事項について正当な事由がなくて申告又は

報告をしなかった場合には、その者に対し、１００，０００円

以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指

定すべき納期限は、その発付の日から１０日以内とする。 

 （環境性能割の減免） 

第７６条の８ 市長は、公益のため直接専用する３輪以上の軽自
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動車又は第８５条第１項各号に掲げる軽自動車等（３輪以上の

ものに限る。）のうち必要と認めるものに対しては、環境性能

割を減免する。 

２ 前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その

他必要な事項については、規則で定める。 

 （種別割の課税免除） 

第７６条の９ 商品であって使用しない軽自動車等に対しては、

種別割を免除する。 

 （種別割の税率） 

第７７条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の

税率は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 

 ⑴～⑶ 略 

 （種別割の賦課期日及び納期） 

第７８条 種別割の賦課期日は、４月１日とする。 

２ 種別割の納期は、５月１日から同月３１日までとする。 

 （種別割の徴収の方法） 

第８０条 種別割は、普通徴収の方法によつて徴収する。 

 （種別割に関する申告又は報告） 

第８２条 種別割の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使

用者（以下この節において「軽自動車等の所有者等」という。）

は、軽自動車等の所有者等となった日から１５日以内に、軽自

動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者にあっては施行

規則第３３号の４の２様式による申告書、原動機付自転車及び

小型特殊自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３

号の５様式による申告書並びにその者の住所を証明すべき書類

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更が

 

 

 

 

 

 （軽自動車税の課税免除） 

第７６条の３ 商品であって使用しない軽自動車等に対しては、

軽自動車税を免除する。 

 （軽自動車税の税率） 

第７７条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する軽自動車

税の税率は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

 ⑴～⑶ 略 

 （軽自動車税の賦課期日及び納期） 

第７８条 軽自動車税の賦課期日は、４月１日とする。 

２ 軽自動車税の納期は、５月１日から同月３１日までとする。 

 （軽自動車税の徴収の方法） 

第８０条 軽自動車税は、普通徴収の方法によって徴収する。 

 （軽自動車税に関する申告又は報告） 

第８２条 軽自動車税の納税義務者である軽自動車等の所有者又

は使用者（以下この節において「軽自動車等の所有者等」とい

う。）は、軽自動車等の所有者等となった日から１５日以内に、

軽自動車及び２輪の小型自動車の所有者又は使用者にあっては

施行規則第３３号の４様式による申告書、原動機付自転車及び

小型特殊自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３

号の５様式による申告書並びにその者の住所を証明すべき書類

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更が
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あった場合においては、その事由が生じた日から１５日以内に、

当該変更があった事項について軽自動車及び二輪の小型自動車

の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の４の２様式

による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動車の所有

者又は使用者にあっては施行規則第３３号の５様式による申告

書を市長に提出しなければならない。ただし、次項の規定によ

り申告書を提出すべき場合については、この限りでない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所有

者等でなくなった日から３０日以内に、軽自動車及び二輪の小

型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の４

の２様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動

車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３４号様式による

申告書を市長に提出しなければならない。 

４ 略 

 （種別割に係る不申告等に関する過料） 

第８３条 略 

２・３ 略 

 （種別割の減免） 

第８４条 市長は、公益のため直接専用する軽自動車等のうち必

要と認めるものに対しては、種別割を減免する。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納

期限までに当該軽自動車等について減免を受けようとする税額

及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とす

る事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しなければ

ならない。 

 ⑴～⑻ 略 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受けた者は、その事由

が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなけ

あった場合においては、その事由が生じた日から１５日以内に、

当該変更があった事項について軽自動車及び２輪の小型自動車

の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の４様式によ

る申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動車の所有者又

は使用者にあっては施行規則第３３号の５様式による申告書を

市長に提出しなければならない。ただし、次項の規定により申

告書を提出すべき場合については、この限りでない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所有

者等でなくなった日から３０日以内に、軽自動車及び２輪の小

型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の４

様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動車の

所有者又は使用者にあっては施行規則第３４号様式による申告

書を市長に提出しなければならない。 

４ 略 

 （軽自動車税に係る不申告等に関する過料） 

第８３条 略 

２・３ 略 

 （軽自動車税の減免） 

第８４条 市長は、公益のため直接専用する軽自動車等のうち必

要と認めるものに対しては、軽自動車税を減免する。 

２ 前項の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者

は、納期限までに当該軽自動車等について減免を受けようとす

る税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必

要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しな

ければならない。 

 ⑴～⑻ 略 

３ 第１項の規定によって軽自動車税の減免を受けた者は、その

事由が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告し
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ればならない。 

 （身体障害者等に対する種別割の減免） 

第８５条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と認

めるものに対しては、種別割を減免する。 

 ⑴ 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」と

いう。）又は精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神

障害者」という。）が所有する軽自動車等（身体障害者又は

精神障害者と生計を一にする者が所有する軽自動車等を含

む。）で、当該身体障害者、当該身体障害者若しくは精神障

害者（以下「身体障害者等」という。）のために当該身体障

害者等と生計を一にする者又は当該身体障害者等（身体障害

者等のみで構成される世帯の者に限る。）のために当該身体

障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）

を常時介護する者が運転するもの（１台に限る。） 

 ⑵ 略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者

は、納期限までに市長に対して、身体障害者福祉法（昭和２４

年法律第２８３号）第１５条の規定により交付された身体障害

者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第

４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障

害者手帳の交付を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳

とする。以下この項において「身体障害者手帳」という。）、

厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下

この項において「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５

条の規定により交付された精神障害者保健福祉手帳（以下この

項において「精神障害者保健福祉手帳」という。）及び道路交

通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条の規定により交付

なければならない。 

 （身体障害者等に対する軽自動車税の減免） 

第８５条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と認

めるものに対しては、軽自動車税を減免する。 

 ⑴ 身体に障害を有し歩行が困難な者又は精神に障害を有し歩

行が困難な者（以下「身体障害者等」という。）が所有する

軽自動車等（身体障害者等と生計を一にする者が所有する軽

自動車等を含む。）で、当該身体障害者等、当該身体障害者

等のために当該身体障害者等と生計を一にする者又は当該身

体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限

る。）のために当該身体障害者等（身体障害者等のみで構成

される世帯の者に限る。）を常時介護する者が運転するもの

（１台に限る。） 

 

 ⑵ 略 

２ 前項第１号の規定によって軽自動車税の減免を受けようとす

る者は、納期限までに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭

和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により交付された身

体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８

号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で

身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては、戦傷病

者手帳とする。以下この項において「身体障害者手帳」という。）、

厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下

この項において「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５

条の規定により交付された精神障害者保健福祉手帳（以下この

項において「精神障害者保健福祉手帳」という。）及び道路交

通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条の規定により交付
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された身体障害者若しくは身体障害者等と生計を一にする者若

しくは身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者

に限る。）を常時介護する者の運転免許証（以下この項におい

て「運転免許証」という。）又はこれらの者の特定免許情報（同

法第９５条の２第２項に規定する特定免許情報をいう。次項に

おいて同じ。）が記録された免許情報記録個人番号カード（同

法第９５条の２第４項に規定する免許情報記録個人番号カード

をいう。次項において同じ。）を提示するとともに、次の各号

に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明

する書類を添付して、提出しなければならない。 

 ⑴～⑹ 略 

３ 略 

４ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとする

者は、納期限までに、市長に対して、当該軽自動車等の提示（市

長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書類の提出があ

る場合には、当該書類の提出）をするとともに、前条第２項各

号に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければならない。 

 

５ 市長は、第１項の規定により種別割の減免を受けた軽自動車

等を申請者が所有し、当該減免を受けた事由に変更がないと認

める間、当該軽自動車等を減免申請に係る年度以降においても

第２項又は第４項の規定による申請があった軽自動車等とみな

して第１項の規定を適用することができる。 

６ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって種別割の減免を

受けている者について準用する。 

 （原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等） 

第８６条 略 

２ 法第４４５条若しくは第７６条の２の２又は第７５条第３項

された身体障害者等若しくは身体障害者等と生計を一にする者

若しくは身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の

者に限る。）を常時介護する者の運転免許証（以下この項にお

いて「運転免許証」という。）又はこれらの者の特定免許情報

（同法第９５条の２第２項に規定する特定免許情報をいう。次

項において同じ。）が記録された免許情報記録個人番号カード

（同法第９５条の２第４項に規定する免許情報記録個人番号カ

ードをいう。次項において同じ。）を提示するとともに、次の

各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理由を

証明する書類を添付して、提出しなければならない。 

 ⑴～⑹ 略 

３ 略 

４ 第１項第２号の規定によって軽自動車税の減免を受けようと

する者は、納期限までに、市長に対して、当該軽自動車等の提

示（市長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書類の提

出がある場合には、当該書類の提出）をするとともに、前条第

２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければなら

ない。 

５ 市長は、第１項の規定により軽自動車税の減免を受けた軽自

動車等を申請者が所有し、当該減免を受けた事由に変更がない

と認める間、当該軽自動車等を減免申請に係る年度以降におい

ても第２項又は第４項の規定による申請があった軽自動車等と

みなして第１項の規定を適用することができる。 

６ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって軽自動車税の減

免を受けている者について準用する。 

 （原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等） 

第８６条 略 

２ 法第４４５条若しくは第７６条の２又は第７５条第２項ただ



- 22 - 

ただし書の規定によって種別割を課することのできない原動機

付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者は、その主た

る定置場が、市内に所在することとなったときは、その事由が

発生した日から１５日以内に、市長に対し、標識交付申請書を

提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提示

をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受けなければ

ならない。種別割を課されるべき原動機付自転車又は小型特殊

自動車が法第４４５条若しくは第７６条の２の２又は第７５条

第３項ただし書の規定によって種別割を課されないこととなっ

たときにおける当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の所有

者又は使用者についても、また同様とする。 

３～５ 略 

６ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該

原動機付自転車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内に所

在しないこととなったとき、当該原動機付自転車又は小型特殊

自動車を所有し、若しくは使用しないこととなったとき又は当

該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して種別割が課され

ることとなったときは、その事由が発生した日から１５日以内

に、市長に対し、その標識及び証明書を返納しなければならな

い。 

７・８ 略 

   附 則 

 （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第７条の３ 平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個

人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用

を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住年（次条に

おいて「居住年」という。）が平成１１年から平成１８年まで

し書の規定によって軽自動車税を課することのできない原動機

付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者は、その主た

る定置場が、市内に所在することとなったときは、その事由が

発生した日から１５日以内に、市長に対し、標識交付申請書を

提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提示

をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受けなければ

ならない。軽自動車税を課されるべき原動機付自転車又は小型

特殊自動車が法第４４５条若しくは第７６条の２又は第７５

条第２項ただし書の規定によって軽自動車税を課されないこと

となったときにおける当該原動機付自転車又は小型特殊自動車

の所有者又は使用者についても、また同様とする。 

３～５ 略 

６ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該

原動機付自転車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内に所

在しないこととなったとき、当該原動機付自転車又は小型特殊

自動車を所有し、若しくは使用しないこととなったとき又は当

該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して軽自動車税が課

されることとなったときは、その事由が発生した日から１５日

以内に、市長に対し、その標識及び証明書を返納しなければな

らない。 

７・８ 略 

   附 則 
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の各年である場合に限る。）においては、法附則第５条の４第

６項に規定するところにより控除すべき額（第３項において「市

民税の住宅借入金等特別税額控除額」という。）を、当該納税

義務者の第３３条の３及び第３３条の５の規定を適用した場合

の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３３条の７及び第３３

条の８第１項の規定の適用については、第３３条の７中「前２

条」とあるのは「前２条並びに附則第７条の３第１項」と、同

項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則第７条の３第１

項」とする。 

３ 第１項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が、当該年度

の初日の属する年の３月１５日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、同項の規定の適用を受けようとする旨及び市民税の

住宅借入金等特別税額控除額の控除に関する事項を記載した市

民税住宅借入金等特別税額控除申告書（その提出期限後におい

て市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを

含む。）を、市長に提出した場合（法附則第５条の４第９項の

規定により税務署長を経由して提出した場合を含む。）に限り、

適用する。 

 

第７条の３の２ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度分

の個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の

適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又

は平成２１年から令和７年までの各年である場合に限る。）に

おいて、前条第１項の規定の適用を受けないときは、法附則第

５条の４の２第５項（同条第７項の規定により読み替えて適用

される場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （個人の市民税の住宅借入金特別税額控除） 

第７条の３ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度分の個

人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用

を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住年が平成

２１年から令和７年までの各年である場合に限る。）には、法

附則第５条の４第５項（同条第７項の規定により読み替えて適

用される場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額

を、当該納税義務者の第３３条の３及び第３３条の５の規定を
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当該納税義務者の第３３条の３及び第３３条の５の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３３条の７及び第３３

条の８第１項の規定の適用については、第３３条の７中「前２

条」とあるのは「前２条並びに附則第７条の３の２第１項」と、

第３３条の８第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附

則第７条の３の２第１項」とする。 

 （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第８条 昭和５７年度から令和９年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第

３５条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後におい

て市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及

びその時までに提出された第３５条の３第１項の確定申告書を

含む。次項において同じ。）に肉用牛の売却に係る租税特別措

置法第２５条第１項に規定する事業所得の明細に関する事項の

記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次項に

おいて同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を

免除する。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第６

条第５項に規定する場合において、第３５条の２第１項の規定

による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２５条第

２項第２号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載があ

るときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税の所得割の

額は、第３２条から第３３条の３まで、第３３条の５から第３３

条の７まで、附則第７条第１項、附則第７条の３第１項、附則

第７条の３の２第１項及び附則第７条の４の規定にかかわら

ず、法附則第６条第５項各号に掲げる金額の合計額とすること

適用した場合の所得割の額から控除する。 

 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３３条の７及び第３３

条の８第１項の規定の適用については、第３３条の７中「前２

条」とあるのは「前２条並びに附則第７条の３第１項」と、第

３３条の８第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則

第７条の３第１項」とする。 

 （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第８条 昭和５７年度から令和１２年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第６条第４項に規定する場合において、

第３５条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後にお

いて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第３５条の３第１項の確定申告書

を含む。次項において同じ。）に肉用牛の売却に係る租税特別

措置法第２５条第１項に規定する事業所得の明細に関する事項

の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことにつ

いてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次項

において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額

を免除する。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第６

条第５項に規定する場合において、第３５条の２第１項の規定

による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２５条第

２項第２号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載があ

るときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税の所得割の

額は、第３２条から第３３条の３まで、第３３条の５から第３３

条の７まで、附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附

則第７条の４の規定にかかわらず、法附則第６条第５項各号に

掲げる金額の合計額とすることができる。 
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ができる。 

３ 略 

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 

２ 略 

３ 法附則第１５条第２５項第１号イに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第２５項第１号ロに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２５項第１号ハに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は、７分の６とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１４ 法附則第１５条第３２項に規定する条例で定める割合は、

 

３ 略 

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 

２ 略 

３ 法附則第１５条第２４項第１号イに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

４ 法附則第１５条第２４項第１号ロに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２４項第１号ハに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２４項第１号ニに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は、５分の３とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第３号イに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２４項第３号ロに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第２４項第４号に規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

 

 

 

 

 

 

１１ 法附則第１５条第３１項に規定する条例で定める割合は、



- 26 - 

３分の２とする。 

１５・１６ 略 

 

 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第１０条の３ 略 

２～６ 略 

７ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、同

項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅

に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証する書類及

び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に規定する

基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

 ⑴～⑹ 略 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条

第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規定の

適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住安全改

修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑶ 略 

 ⑷ 令附則第１２条第２３項に掲げる者に該当するものの住

所、氏名及び当該者が同項各号のいずれに該当するかの別 

 ⑸ 略 

 ⑹ 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第１２条第

２４項に規定する補助金等、居宅介護住宅改修費及び介護予

３分の２とする。 

１２・１３ 略 

１４ 法附則第１５条の１１第１項に規定する条例で定める割合

は、３分の１とする。 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第１０条の３ 略 

２～６ 略 

７ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、同

項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅

に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証する書類及

び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第２０項に規定する

基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

 ⑴～⑹ 略 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条

第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規定の

適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住安全改

修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑶ 略 

 ⑷ 令附則第１２条第２４項に掲げる者に該当する者の住所、

氏名及び当該者が同項各号のいずれに該当するかの別 

 ⑸ 略 

 ⑹ 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第１２条第

２５項に規定する補助金等、居宅介護住宅改修費及び介護予
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防住宅改修費 

 ⑺ 略 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条

第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑷ 略 

 ⑸ 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第

３１項に規定する補助金等 

 ⑹ 略 

１０ 略 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止

改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者

は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事

等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑷ 略 

 ⑸ 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第

３１項に規定する補助金等 

 ⑹ 略 

１２・１３ 略 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げ

防住宅改修費 

 ⑺ 略 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条

第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑷ 略 

 ⑸ 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第

３２項に規定する補助金等 

 ⑹ 略 

１０ 略 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止

改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者

は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事

等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑷ 略 

 ⑸ 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第

３２項に規定する補助金等 

 ⑹ 略 

１２・１３ 略 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げ
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る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項に規定

する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の

促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又は附則

第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後の家

屋が令附則第１２条第１９項に規定する基準を満たすことを証

する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑹ 略 

１５ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定す

る利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第

１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し及び主とし

て劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年法律第４９

号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供する施設

である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

 

 ⑴・⑵ 略 

 ⑶ 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律施行令（平成１８年政令第３７９号）第５条第３号に規

定する劇場若しくは演芸場又は同条第４号に規定する集会場

若しくは公会堂のいずれに該当するかの別 

 

 

 ⑷～⑹ 略 

 （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項に規定

する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の

促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又は附則

第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後の家

屋が令附則第１２条第２０項に規定する基準を満たすことを証

する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑹ 略 

１５ 法附則第１５条の１１第１項の改修特別特定建築物につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定する

利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条の２第１項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１４条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準

（同条第３項の条例で付加した事項を含む。）又は同法第１７

条第３項第１号に規定する同法第２条第２０号に規定する建築

物特定施設の構造及び配置に関する基準に適合する旨を証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴・⑵ 略 

 ⑶ 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律施行令（平成１８年政令第３７９号）第５条各号に掲げ

る特別特定建築物（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律第１４条第３項の条例で定める同法第２条第

１８号に規定する特定建築物を含む。）のいずれかに該当す

るかの別 

 ⑷～⑹ 略 
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第１章第２節の規定にかかわらず、県が、自動車税の環境性能

割の賦課徴収の例により、行うものとする。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環

境性能割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６

条第１項（同条第２項又は第３項において準用する場合を含

む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規定

を同条第４項又は第５項において準用する場合を含む。）の適

用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をす

るときは、国土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項

に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽

自動車税の環境性能割につき、その納付すべき額について不足

額があることを附則第１５条の４の規定により読み替えられた

第７６条の６第１項の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限）後において知った場合において、当該

事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が

偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な

情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含

む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として

国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人

を当該不足額に係る３輪以上の軽自動車について法附則第２９

条の１１の規定によりその例によることとされた法第１６１条

第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪以上の軽自動車

の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を

適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税
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の環境性能割の額は、同項の不足額に、これに１００分の３５

の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

 （軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第１５条の３ 市長は、当分の間、第７６条の８の規定にかかわ

らず、県知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当

するものとして市長が定める３輪以上の軽自動車に対しては、

軽自動車税の環境性能割を減免する。 

 （軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第１５条の４ 第７６条の６の規定による申告納付については、

当分の間、同条中「市長」とあるのは、「県知事」とする。 

 （軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第１５条の５ 市は、県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に

関する事務を行うために要する費用を補償するため、法附則第

２９条の１６第１項に掲げる金額の合計額を、徴収取扱費とし

て県に交付する。 

 （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１５条の６ 営業用の３輪以上の軽自動車に対する第７６条の

４の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

第１号 １００分の１ １００分の０．５ 

第２号 １００分の２ １００分の１ 

第３号 １００分の３ １００分の２ 

２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第７６条の４（第３号

に係る部分に限る。）の規定の適用については、当分の間、同

号中「１００分の３」とあるのは、「１００分の２」とする。 

 （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （軽自動車税の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車
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に対する当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する

車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号

指定」という。）を受けた月から起算して１４年を経過した月

の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第７７

条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

略 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第７７条の規定の適用については、当該軽自

動車が令和４年４月１日から令和８年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を受

けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の法第

４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この

項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）（営業用

の乗用のものに限る。）に対する第７７条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和８年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自

動車税の種別割に限り、同条第２号イ(ｲ)中「３，９００円」と

あるのは「２，０００円」と、同号イ(ｳ)ａ中「６，９００円」

とあるのは「３，５００円」とする。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソ

リン軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用

に対する当該軽自動車が最初の道路運送車両法第６０条第１項

後段の規定による車両番号の指定（次項及び第３項において「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年を

経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第７７

条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

略 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第７７条の規定の適用については、当該軽自

動車が令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を

受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

略 

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の同項

に規定するガソリン軽自動車（以下この項において「ガソリン

軽自動車」という。）（営業用の乗用のものに限る。）に対す

る第７７条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には、令和８年度分の軽自動車税に限り、

同条第２号(ｲ)中「３，９００円」とあるのは「２，０００円」

と、同号イ(ｳ)ａ中「６，９００円」とあるのは「３，５００円」

とする。 
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の乗用のものに限る。）に対する第７７条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和７年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自

動車税の種別割に限り、同条第２号イ(ｲ)中「３，９００円」と

あるのは「３，０００円」と同号イ(ｳ)ａ中「６，９００円」と

あるのは「５，２００円」とする。 

 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、

３輪以上の軽自動車が前条第２項から第４項までの規定の適用

を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をする

ときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に

規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額

があることを第７８条第２項の納期限（納期限の延長があった

ときは、その延長された納期限）後において知った場合におい

て、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請を

した者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請

に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の

手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事

由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消し

たことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一

般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の

軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に関する規

定（第８２条及び第８３条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税

の種別割の額は、同項の不足額に、これに１００分の３５の割

 

 

 

 

 

 

 

 （軽自動車税の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、３輪以上

の軽自動車が前条第２項又は第３項の規定の適用を受ける３輪

以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土

交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該

判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の額について不足額があるこ

とを第７８条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限）後において知った場合において、当該

事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が

偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な

情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含

む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として

国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人

を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車

の所有者とみなして、軽自動車税に関する規定（第８２条及び

第８３条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税

の額は、同項の不足額に、これに１００分の３５の割合を乗じ
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合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の３ 略 

２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

３の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１６条の３第

１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第

１項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項、附則第７条

第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１

項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１６

条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３

条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第１６条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額の合計額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の４ 略 

２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

て計算した金額を加算した金額とする。 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の３ 略 

２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用に

ついては、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１６条の３第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、第

３３条の８第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第

１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第

１６条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第

３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第１６条の３第１項の規定による市民税の所得

割の額の合計額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の４ 略 

２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用に
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３の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１６条の４第

１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第

１項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項、附則第７条

第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１

項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１６

条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３

条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第１６条の４第１項の規定による市民税の所得割の

額の合計額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

４ 略 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１７条 略 

２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

３の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１７条第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第１項

前段、第３３条の７、第３３条の８第１項、附則第７条第１

項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１７条

第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

ついては、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１６条の４第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、第

３３条の８第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第

１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第

１６条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第

３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第１６条の４第１項の規定による市民税の所得

割の額の合計額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

４ 略 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１７条 略 

２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用に

ついては、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１７条第１項の規定による市民税の所得割

の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、第３３

条の８第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１７

条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の

６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第１７条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計
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則第１７条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲

渡所得に係る市民税の課税の特例） 

第１７条の２ 昭和６３年度から令和８年度までの各年度分の個

人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項

に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措置法第３１

条第１項に規定する土地等をいう。以下この条において同じ。）

の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条において同じ。）

をした場合において、当該譲渡が、優良住宅地等のための譲渡

（法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅地等のための

譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１項に規定する

譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次項に

おいて同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市

民税の所得割の額は、前条第１項の規定にかかわらず、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当す

る額とする。 

 ⑴・⑵ 略 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和８年度までの各年度分

の個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第

１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合

において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法

附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当すると

きにおける前条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割について準用する。こ

の場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第１０項の規

額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲

渡所得に係る市民税の課税の特例） 

第１７条の２ 昭和６３年度から令和１１年度までの各年度分の

個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１

項に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措置法第

３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この条において同

じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条におい

て同じ。）をした場合において、当該譲渡が、優良住宅地等の

ための譲渡（法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅地

等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１項

に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除

く。次項において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対し

て課する市民税の所得割の額は、前条第１項の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金

額に相当する額とする。 

 ⑴・⑵ 略 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和１１年度までの各年度

分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条

第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場

合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定

地のための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当す

るときにおける前条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期

譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用す

る。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第１０
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定に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等

予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 略 

 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１８条 略 

２～４ 略 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

３の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１８条第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第１項

前段、第３３条の７、第３３条の８第１項、附則第７条第１

項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１８条

第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第１８条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特

例） 

第１９条 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

項の規定に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住

宅地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 略 

 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１８条 略 

２～４ 略 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用に

ついては、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１８条第１項の規定による市民税の所得割

の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、第３３

条の８第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１８

条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の

６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第１８条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特

例） 

第１９条 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、
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附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

３の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第１項

前段、第３３条の７、第３３条の８第１項、附則第７条第１

項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条

第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１９条の３ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

３の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の３第

１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第

１項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項、附則第７条

第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１

項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９

条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条

の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額

の合計額」とする。 

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用に

ついては、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割

の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、第３３

条の８第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９

条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の

６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１９条の３ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項、

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用に

ついては、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、第

３３条の８第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第

１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第

１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第

３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得

割の額の合計額」とする。 
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 ⑶～⑸ 略 

 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課

税の特例） 

第１９条の４ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３

の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の４第１

項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第１

項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項並びに附則第７

条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の４

第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第１９条の４第１項の規定による市民税の所得割の額の合

計額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

３・４ 略 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところ

による。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３

の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の４第３

項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

 ⑶～⑸ 略 

 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課

税の特例） 

第１９条の４ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項及び第７条の３第１項の規定の適用

については、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第１９条の４第１項の規定による市民税の

所得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、

第３３条の８第１項並びに附則第７条第１項及び第７条の３

第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第１９条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１９条の４第１項の規定による市民税の所

得割の額の合計額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

３・４ 略 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところ

による。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項及び第７条の３第１項の規定の適用

については、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第１９条の４第３項後段の規定による市民

税の所得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の
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第１項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項並びに附則

第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９

条の４第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第

３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第１９条の４第３項後段の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課

税の特例） 

第１９条の５ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３

の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の５第１

項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６第１

項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項並びに附則第７

条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の５

第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第１９条の５第１項の規定による市民税の所得割の額の合

計額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

３・４ 略 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところ

７、第３３条の８第１項並びに附則第７条第１項及び第７条

の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第１９条の４第３項後段の規定による市民税の所得割の

額」と、第３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第１９条の４第３項後段の規定によ

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課

税の特例） 

第１９条の５ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項及び第７条の３第１項の規定の適用

については、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第１９条の５第１項の規定による市民税の

所得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の７、

第３３条の８第１項並びに附則第７条第１項及び第７条の３

第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第１９条の５第１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第１９条の５第１項の規定による市民税の所

得割の額の合計額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

３・４ 略 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところ
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による。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３

の２第１項の規定の適用については、第３３条の５中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の５第３

項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の６

第１項前段、第３３条の７、第３３条の８第１項並びに附則

第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９

条の５第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第

３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第１９条の５第３項後段の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

 ⑶～⑸ 略 

６ 略 

 （読替規定） 

による。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３３条の５から第３３条の７まで、第３３条の８第１項

並びに附則第７条第１項及び第７条の３第１項の規定の適用

については、第３３条の５中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第１９条の５第３項後段の規定による市民

税の所得割の額」と、第３３条の６第１項前段、第３３条の

７、第３３条の８第１項並びに附則第７条第１項及び第７条

の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第１９条の５第３項後段の規定による市民税の所得割の

額」と、第３３条の６第１項後段中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第１９条の５第３項後段の規定によ

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 

 ⑶～⑸ 略 

６ 略 

 （読替規定） 

第２３条の３ 法附則第１５条第１項、第９項、第１３項から第

１７項まで、第１９項、第２０項、第２４項、第２７項、第３１

項から第３３項まで、第３６項、第３７項、第４１項若しくは第

４４項、第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条の規

定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第１２８条第２

項中「又は第３３項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則

第１５条から第１５条の３まで若しくは第６３条」とする。 

第２３条の３ 法附則第１５条第１項、第８項、第１２項から第

１６項まで、第１８項、第１９項、第２３項、第２６項、第３０

項から第３２項まで、第３５項、第３６項、第４０項若しくは第

４３項、第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条の規

定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第１２８条第２

項中「又は第３３項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則

第１５条から第１５条の３まで若しくは第６３条」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 
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第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の鳥栖市税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関す

る部分は、令和８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和７年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律２号）第

１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再

生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の１１第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われ

た同項に規定する改修実演芸術公演施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中の軽自動車税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の軽自動車税について適用する。 

２ この条例の施行の日前の３輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中の都市計画税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の都市計画税について適用

し、令和７年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の１１第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われ

た同項に規定する改修実演芸術公演施設に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

 （鳥栖市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 鳥栖市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 附則第５条中「の種別割」を削る。 
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議案甲第４１号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこ

れを報告し、市議会の承認を求める。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 

 

 

専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

  令和８年３月３１日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人  
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鳥栖市条例第２０号 

 

   鳥栖市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 鳥栖市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改 正 前 改 正 後 

 （課税額）  （課税額） 

第７条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世

帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定

した次に掲げる額の合算額とする。 

 ⑴ 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関す

る特別会計において負担する国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険法の規定による国民健康保険事業費納付金

（以下この条において「国民健康保険事業費納付金」という。）

の納付に要する費用のうち、佐賀県の国民健康保険に関する

特別会計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律

の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後

期高齢者支援金等」という。）及び介護保険法（平成９年法

律第１２３号）の規定による納付金（以下この条において「介

護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除

く。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下

同じ。） 

 

 

 ⑵・⑶ 略 

 

 

第７条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世

帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定

した次に掲げる額の合算額とする。 

 ⑴ 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関す

る特別会計において負担する国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険法の規定による国民健康保険事業費納付金

（以下この条において「国民健康保険事業費納付金」という。）

の納付に要する費用のうち、佐賀県の国民健康保険に関する

特別会計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律

の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後

期高齢者支援金等」という。）、介護保険法（平成９年法律

第１２３号）の規定による納付金（以下この条において「介

護納付金」という。）及び子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）の規定による子ども・子育て支援納付金（以

下この条において「子ども・子育て支援納付金」という。）

の納付に要する費用に充てる部分を除く。）に充てるための

国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 ⑵・⑶ 略 

 ⑷ 子ども・子育て支援納付金課税額（国民健康保険税のうち、

国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（佐賀県の国
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２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額

の合算額とする。ただし、当該合算額が６６０，０００円を超

える場合においては、基礎課税額は、６６０，０００円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につ

き算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合算額が２６０，０００円を

超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、

２６０，０００円とする。 

４ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第８条 前条第２項の所得割額（退職所得に係る所得割を除く。）

は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法（昭和２５

民健康保険に関する特別会計において負担する子ども・子育

て支援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に

充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額

の合算額とする。ただし、当該合算額が６７０，０００円を超

える場合においては、基礎課税額は、６７０，０００円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険

の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が

２６０，０００円を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、２６０，０００円とする。 

４ 略 

５ 第１項第４号の子ども・子育て支援納付金課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健

康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等

割額及び世帯別平等割額の合算額に、当該世帯に属する１８歳

以上被保険者（地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」

という。）第７０３条の４第３０項に規定する１８歳以上被保

険者をいう。以下同じ。）につき算定した１８歳以上被保険者

均等割額を加算した額とする。ただし、加算後の額が３０，０００

円を超える場合においては、子ども・子育て支援納付金課税額

は、３０，０００円とする。 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第８条 前条第２項の所得割額（退職所得に係る所得割を除く。）

は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る法第３１４条の２
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年法律第２２６号。以下「法」という。）第３１４条の２第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第

２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額

の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に

１００分の９．５５を乗じて算定する。 

２ 略 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第８条の３ 第７条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第

８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する

ものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が

属する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特

定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。

次号、第９条の３及び第２２条第１項において同じ。）及び

特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の

翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。

第３号、第９条の３及び第２２条第１項において同じ。）以

外の世帯 ３３，８００円 

 ⑵・⑶ 略 

 

 

 

 

第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同

条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）

に１００分の９．５５を乗じて算定する。 

 

２ 略 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第８条の３ 第７条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第

８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する

ものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が

属する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特

定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。

次号、第９条の３、第１０条の７及び第２２条第１項におい

て同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年

を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。第３号、第９条の３、第１０条の７及び第２２

条第１項において同じ。）以外の世帯 ３３，８００円 

 ⑵・⑶ 略 

 （国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の所得割額） 

第１０条の４ 第７条第５項の所得割額は、基礎控除後の総所得

金額等に１００分の０．２６を乗じて算定する。 
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 （国民健康保険税の減額） 

第２２条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第７条第２項本文

の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当

該減額して得た額が６６０，０００円を超える場合には、

６６０，０００円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課

税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が２６０，０００円を超える場合には、２６０，０００

円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに

掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７０，０００

円を超える場合には、１７０,０００円）の合算額とする。 

 

 

 （国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の被保険者均等割額） 

第１０条の５ 第７条第５項の被保険者均等割額は、被保険者１

人について１，０５０円とする。 

 （１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額

の１８歳以上被保険者均等割額） 

第１０条の６ 第７条第５項の１８歳以上被保険者均等割額は、

１８歳以上被保険者１人について５０円とする。 

 （国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の世帯別平等割額） 

第１０条の７ 第７条第５項の世帯別平等割額は、次の各号に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６００円 

 ⑵ 特定世帯 ３００円 

 ⑶ 特定継続世帯 ４５０円 

 （国民健康保険税の減額） 

第２２条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第７条第２項本文

の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当

該減額して得た額が６７０，０００円を超える場合には、

６７０，０００円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課

税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が２６０，０００円を超える場合には、２６０，０００

円）、同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７０，０００円を

超える場合には、１７０,０００円）並びに同条第５項本文の子

ども・子育て支援納付金課税額からキからケまでに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が３０，０００円を超え
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 ⑴ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、４３０，０００円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条の５

第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条

第１項に規定する給与等の収入金額が５５０，０００円を超

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数

及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３

条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳

未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６００，０００

円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が１，１００，０００円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数

（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が２

以上の場合にあっては、４３０，０００円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗じて得た金

額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

  ア～カ 略 

 

 

 

 

 

る場合には、３０，０００円）の合算額とする。 

 ⑴ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、４３０，０００円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条の５

第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条

第１項に規定する給与等の収入金額が５５０，０００円を超

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数

及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３

条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳

未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６００，０００

円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が１，１００，０００円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数

（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が２

以上の場合にあっては、４３０，０００円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗じて得た金

額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

  ア～カ 略 

  キ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付

金課税額の被保険者均等割額 被保険者（第６条第２項に

規定する世帯主を除く。）１人について ７３５円 

  ク １８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の１８歳以上被保険者均等割額 １８歳以上被保険者
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 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、４３０，０００円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、

４３０，０００円に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき３０５，０００円

を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該

当する者を除く。） 

  ア～カ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第６条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

 ３５円 

  ケ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付

金課税額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４２０円 

   (ｲ) 特定世帯 ２１０円 

   (ｳ) 特定継続世帯 ３１５円 

 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、４３０，０００円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、

４３０，０００円に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき３１０，０００円

を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該

当する者を除く。） 

  ア～カ 略 

  キ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付

金課税額の被保険者均等割額 被保険者（第６条第２項に

規定する世帯主を除く。）１人について ５２５円 

  ク １８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の１８歳以上被保険者均等割額 １８歳以上被保険者

（第６条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

 ２５円 

  ケ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付

金課税額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 



- 49 - 

 

 

 

 ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、４３０，０００円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、

４３０，０００円に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５６０，０００円

を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に

該当する者を除く。） 

  ア～カ 略 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する

日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３００円 

   (ｲ) 特定世帯 １５０円 

   (ｳ) 特定継続世帯 ２２５円 

 ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、４３０，０００円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、

４３０，０００円に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５７０，０００円

を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に

該当する者を除く。） 

  ア～カ 略 

  キ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付

金課税額の被保険者均等割額 被保険者（第６条第２項に

規定する世帯主を除く。）１人について ２１０円 

  ク １８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の１８歳以上被保険者均等割額 １８歳以上被保険者

（第６条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

 １０円 

  ケ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付

金課税額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

   (ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １２０円 

   (ｲ) 特定世帯 ６０円 

   (ｳ) 特定継続世帯 ９０円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する

日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学
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児」という。）がある場合における当該納税義務者に対して課

する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学

児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減

額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得

た額とする。 

 ⑴・⑵ 略 

 

 

 

 

 

 

 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６

条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」

という。）が属する場合における当該納税義務者に対して課す

る所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減

額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して

得た額とする。 

 

 ⑴ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割

額 当該出産被保険者につき第８条の規定により算定した所

得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予定

日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める場合には、

児」という。）がある場合における当該納税義務者に対して課

する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学

児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減

額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得

た額とする。 

 ⑴・⑵ 略 

 ⑶ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金

課税額の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ未就学児１人について次に定める額 

  ア 前項第１号キに規定する金額を減額した世帯 １５８円 

  イ 前項第２号キに規定する金額を減額した世帯 ２６３円 

  ウ 前項第３号キに規定する金額を減額した世帯 ４２０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ５２５円 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６

条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」

という。）が属する場合における当該納税義務者に対して課す

る所得割額並びに被保険者均等割額及び１８歳以上被保険者均

等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあ

っては、その減額後の被保険者均等割額及び１８歳以上被保険

者均等割額）は、当該所得割額並びに被保険者均等割額及び

１８歳以上被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

 ⑴ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割

額 当該出産被保険者につき第８条の規定により算定した所

得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予定

日（地方税法施行規則第２４条の３０の６に定める場合には、
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出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」とい

う。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定

月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）の

うち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 ⑵～⑹ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」とい

う。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定

月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）の

うち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 ⑵～⑹ 略 

 ⑺ 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納

付金課税額の所得割額 当該出産被保険者につき第１０条の

４の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該

出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 

 ⑻ 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納

付金課税額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第

１０条の５の規定により算定した被保険者均等割額（第１項

に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産

被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額 

 ⑼ 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納

付金課税額の１８歳以上被保険者均等割額 当該出産被保険

者につき第１０条の６の規定により算定した１８歳以上被保

険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした

場合にあっては、その減額後の１８歳以上被保険者均等割額）

の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

４ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に１８歳に達す

る日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「１８

歳未満被保険者」という。）がある場合における当該納税義務

者に対して課する子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者
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   附 則 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく

は特定同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得

等を有する場合における第８条、第９条、第１０条及び第２２

条の規定の適用については、第８条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、「同

条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、第２２条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５

項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

 

 （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく

は特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得を有

する場合における第８条、第９条、第１０条及び第２２条の規

定の適用については、第８条第１項中「及び山林所得金額の合

計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別

均等割額（当該納税義務者の世帯に属する１８歳未満被保険者

につき算定した被保険者均等割額（前３項に規定する金額を減

額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、当該被保険

者均等割額に相当する額を減額して得た額とする。 

   附 則 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく

は特定同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得

等を有する場合における第８条、第９条、第１０条、第１０条

の４及び第２２条の規定の適用については、第８条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額」と、第２２条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」とする。 

 （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく

は特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得を有

する場合における第８条、第９条、第１０条、第１０条の４及

び第２２条の規定の適用については、第８条第１項中「及び山

林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の
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措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しく

は第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の

３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の

３第１項又は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規

定の適用により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の

金額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控

除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合計額から法第３１４

条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるの

は「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額」と、第２２条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般株

式等に係る譲渡所得等を有する場合における第８条、第９条、

第１０条及び第２２条の規定の適用については、第８条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に規定

する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２２条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の

４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１

項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第３１条第１項に規定する

長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。以下こ

の項において「控除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合

計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の

合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期

譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条

第４項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第２２条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般株

式等に係る譲渡所得等を有する場合における第８条、第９条、

第１０条、第１０条の４及び第２２条の規定の適用については、

第８条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等

に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第

５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第

２２条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等
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得等の金額」とする。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の上

場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第８条、第９

条、第１０条及び第２２条の規定の適用については、第８条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第

３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２の

２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第２２条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所

得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第８条、第９条、

第１０条及び第２２条の規定の適用については、第８条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等

の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第

２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２２条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の上

場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第８条、第９

条、第１０条、第１０条の４及び第２２条の規定の適用につい

ては、第８条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、第２２条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所

得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第８条、第９条、

第１０条、第１０条の４及び第２２条の規定の適用については、

第８条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第

３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２２条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額
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３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税

の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事業所

得又は雑所得を有する場合における第８条、第９条、第１０条

及び第２２条の規定の適用については、第８条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」と、第２２条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

 

 （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２

条第５項に規定する特例適用利子等又は同法第１６条第２項に

規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、

一時所得及び雑所得を有する場合における第８条、第９条、第

１０条及び第２２条第１項の規定の適用については、第８条第

１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山

林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による

並びに法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑

所得等の金額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税

の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事業所

得又は雑所得を有する場合における第８条、第９条、第１０条、

第１０条の４及び第２２条の規定の適用については、第８条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定

する土地等に係る事業所得等の金額」と、第２２条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」とする。 

 （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２

条第５項に規定する特例適用利子等又は同法第１６条第２項に

規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、

一時所得及び雑所得を有する場合における第８条、第９条、第

１０条、第１０条の４及び第２２条第１項の規定の適用につい

ては、第８条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」

とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相
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所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）

第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以

下この条及び第２２条第１項において「特例適用利子等の額」

という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林

所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の

額」と、第２２条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林

所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

 （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定

する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用

配当等又は同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係

る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第８条、

第９条、第１０条及び第２２条第１項の規定の適用については、

第８条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあ

るのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律

第１４４号）第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条

第３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配

当等の額（以下この条及び第２２条第１項において「特例適用

配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並

びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適

互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法

律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６

条第２項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用

利子等の額（以下この条及び第２２条第１項において「特例適

用利子等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額

並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例

適用利子等の額」と、第２２条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

 （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定

する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用

配当等又は同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係

る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第８条、

第９条、第１０条、第１０条の４及び第２２条第１項の規定の

適用については、第８条第１項中「山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の

所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号）第８条第４項（同法第１２条第

６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規

定する特例適用配当等の額（以下この条及び第２２条第１項に

おいて「特例適用配当等の額」という。）の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とある

のは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林
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用配当等の額」と、第２２条第１項中「山林所得金額」とある

のは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。 

 

 （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の

２の２第１０項に規定する条約適用利子等に係る利子所得、配

当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第８条、第９条、第１０条及び第２２条の規定の適用について

は、第８条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合

計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額

の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」と、第２２条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定す

る条約適用利子等の額」とする。 

 （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の

所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２２条第１項中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等

の額」とする。 

 （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の

２の２第１０項に規定する条約適用利子等に係る利子所得、配

当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第８条、第９条、第１０条、第１０条の４及び第２２条の規定

の適用については、第８条第１項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等

に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実

施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等の額の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等

の額」と、第２２条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

 （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の
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２第１２項に規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所

得及び雑所得を有する場合における第８条、第９条、第１０条

及び第２２条の規定の適用については、第８条第１項中「及び

山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。

以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第

１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第３１４

条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等の額」と、第２２条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等

の額」とする。 

２第１２項に規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所

得及び雑所得を有する場合における第８条、第９条、第１０条、

第１０条の４及び第２２条の規定の適用については、第８条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の

２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法

第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額

（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第

１２項に規定する条約適用配当等の額」と、第２２条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適

用配当等の額」とする。 

     附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の鳥栖市国民健康保険条例の規定は、令和８年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和７年

度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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報告第１号 

 

   継続費繰越計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定に基づき、令和７年度鳥栖市一般会計予算の継続費の経費の

残額を令和８年度に繰り越したので、次のとおり報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   
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令和７年度鳥栖市一般会計継続費繰越計算書 

 

款 項 事業名 
継 続 費 

の 総 額 

令和７年度継続費予算現額 支 出 済 額 

及 び 

支出見込額 

残 額 

翌 年 度 

逓 次 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

予算計上額 
前年度逓次 

繰 越 額 
計 繰 越 金 

特 定 財 源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 

４ 
 

衛

生

費 

 

３ 
 

清

掃

費 

 
 

 
 

旧
ご
み
焼
却
施
設
解
体
及
び 

 
 

 
 

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
整
備
事
業 

円 

 

 

 

 

1,442,100,000    

   

 

 

円 

 

 

 

 

1,115,525,000 

 

 

 

円 

 

 

 

 

161,500 

 

 

円 

 

 

 

 

1,115,686,500 

 

 

円 

 

 

 

 

916,400,000    

 

 

円 

 

 

 

 

199,286,500 

 

 

円 

 

 

 

 

199,286,500 

 

円 

 

 

 

 

76,886,500 

 

 

円 

 

 

 

 

0 

 

円 

 

 

 

 

122,400,000 

 

 

円 

 

 

 

 

0 

0 

 

 

１０ 
 

教

育

費 

 

２ 
 

小

学

校

費 

 
 

 
 

旭
小
学
校
大
規
模
改
造
事
業 

2,141,900,000 834,000,000 1,400,000 835,400,000 814,000,000 21,400,000 21,400,000 2,200,000 0 19,200,000 0 



- 61 - 

款 項 事業名 
継 続 費 

の 総 額 

令和７年度継続費予算現額 支 出 済 額 

及 び 

支出見込額 

残 額 

翌 年 度 

逓 次 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

予算計上額 
前年度逓次 

繰 越 額 
計 繰 越 金 

特 定 財 源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 

１０ 
 

教

育

費 

 

３ 
 

中

学

校

費 

 
 

 
 

基

里

中

学

校 
 
 

 
 

大

規

模

改

造

事

業 

2,276,000,000 4,000,000 0 4,000,000 2,700,000 1,300,000 1,300,000 200,000 0 1,100,000 0 
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報告第２号 

 

   繰越明許費繰越計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基づき、令和７年度鳥栖市一般会計予算の繰越明許費に係

る歳出予算の経費を令和８年度に繰り越したので、同条第２項の規定により、次のとおり報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   
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令和７年度鳥栖市一般会計繰越明許費繰越計算書 

 

款 項 事 業 名 金 額 
翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 

特 定 財 源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

２  総 務 費 

１ 総務管理費  

庁 舎 西 別 館 解 体 事 業 
円 

12,700,000 

円 

12,700,000 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

円 

0 

円 

12,700,000 

鳥 栖 ま ち づ く り 推 進 

セ ン タ ー 整 備 事 業 
74,300,000 56,200,000 0 0 0 0 56,200,000 

３ 戸籍住民 

   基本台帳費 

異動受付支援システム 

改 修 事 業 
462,000 462,000 0 0 0 0 462,000 

戸 籍 附 票 シ ス テ ム 等 

改 修 事 業 
3,254,000 3,254,000 0 3,254,000 0 0 0 

３  民 生 費 

１ 社会福祉費 
地 域 介 護 ・ 福 祉 

空 間 整 備 事 業 
15,460,000 12,473,000 0 12,473,000 0 0 0 

２ 児童福祉費 

家庭児童相談システム 

改 修 事 業 
2,365,000 2,365,000 0 0 0 0 2,365,000 

物 価 高 対 応 子 育 て 

応 援 手 当 支 給 事 業 
3,071,000 3,071,000 0 3,071,000 0 0 0 

３ 生活保護費 
最高裁判決を踏まえた 

保護費の追加給付事業 
61,649,000 61,549,000 0 51,005,000 0 0 10,544,000 

４  衛 生 費 ３ 清 掃 費 九畝谷線道路改良事業 14,599,000 14,599,000 14,598,100 0 0 0 900 

６  農 林 水 

  産 業 費 
１ 農 業 費 

小 規 模 土 地 改 良 事 業 500,000 500,000 0 0 0 0 500,000 

経営体育成基盤整備事業 21,680,000 21,680,000 0 0 0 0 21,680,000 
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款 項 事 業 名 金 額 
翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 

特 定 財 源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

７  商 工 費 １ 商 工 費 

応 援 商 品 券 発 行 事 業 541,000,000 541,000,000 0 491,000,000 0 0 50,000,000 

マ ン ホ ー ル カ ー ド 

作 成 事 業 
142,000 142,000 0 0 0 0 142,000 

８  土 木 費 

２ 道路橋梁費 

道 路 側 溝 等 整 備 事 業 16,236,000 10,202,000 0 0 0 0 10,202,000 

道 路 舗 装 事 業 68,570,000 68,570,000 0 34,285,000 34,200,000 0 85,000 

道 路 整 備 交 付 金 事 業 150,795,000 127,016,000 0 69,843,000 51,300,000 0 5,873,000 

道 路 改 良 事 業 13,700,000 13,700,000 0 0 0 0 13,700,000 

３ 河 川 費 河 川 浚 渫 改 良 事 業 149,546,000 119,943,000 0 0 117,600,000 0 2,343,000 

４都市計画費 

中 央 公 園 整 備 事 業 16,500,000 11,578,000 0 5,550,000 0 0 6,028,000 

公園施設長寿命化事業 104,004,000 25,582,000 0 12,790,000 11,800,000 0 992,000 

市 民 公 園 整 備 事 業 19,622,000 19,622,000 0 9,810,000 8,800,000 0 1,012,000 

鳥 栖 駅 周 辺 整 備 事 業 64,000,000 64,000,000 64,000,000 0 0 0 0 

鳥 栖 駅 東 短 期 施 策 

検 討 事 業 
30,600,000 22,910,000 22,910,000 0 0 0 0 
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款 項 事 業 名 金 額 
翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 

特 定 財 源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

９  消 防 費 １ 消 防 費 

福祉避難所環境整備事業 26,202,000 26,202,000 0 13,101,000 0 0 13,101,000 

防 災 行 政 無 線 

設 備 更 新 事 業 
94,000,000 94,000,000 0 0 94,000,000 0 0 

１ ０ 教 育 費 

２  小 学 校 費 

鳥 栖 北 小 学 校 等 校 舎 

外 壁 改 修 事 業 
30,000,000 30,000,000 0 0 27,000,000 0 3,000,000 

小学校屋内運動場空調 

設 備 設 置 検 討 事 業 
2,855,000 1,907,000 0 0 0 0 1,907,000 

３  中 学 校 費 

鳥 栖 中 学 校 運 動 場 

防 球 ネ ッ ト 整 備 事 業 
24,474,000 24,474,000 0 0 8,000,000 0 16,474,000 

鳥 栖 中 学 校 校 舎 

外 壁 改 修 事 業 
15,000,000 15,000,000 0 0 13,500,000 0 1,500,000 

中学校屋内運動場空調 

設 備 設 置 検 討 事 業 
1,427,000 954,000 0 0 0 0 954,000 

４ 社会教育費 

若葉小学校なかよし会 

整 備 事 業 
4,466,000 4,466,000 0 0 0 0 4,466,000 

放課後児童健全育成事業 33,817,000 33,608,000 0 27,989,000 0 0 5,619,000 

定 住 ・ 交 流 セ ン タ ー 

改 修 事 業 
4,965,000 4,965,000 0 0 4,900,000 0 65,000 

５ 保健体育費 

地 域 交 流 推 進 事 業 9,625,000 9,625,000 825,000 0 0 0 8,800,000 

ス タ ジ ア ム 改 修 事 業 450,000,000 237,600,000 122,975,000 0 103,200,000 0 11,425,000 



- 66 - 

款 項 事 業 名 金 額 
翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 

特 定 財 源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

１ ０ 教 育 費 ５ 保健体育費 

市 民 弓 道 場 改 修 事 業 103,620,000 103,620,000 0 0 93,200,000 0 10,420,000 

ス タ ジ ア ム 周 辺 防 災 

照 明 灯 設 置 等 事 業 
67,700,000 67,700,000 40,000,000 0 24,900,000 0 2,800,000 

市 民 庭 球 場 改 修 事 業 42,019,000 26,919,000 0 0 24,100,000 0 2,819,000 

ス タ ジ ア ム 電 気 設 備 

改 修 事 業 
161,655,000 161,655,000 0 0 143,500,000 0 18,155,000 

１ １ 災 害 復 

旧  費 

１ 農林水産施設 

  災害復旧費 

農 林 水 産 施 設 

災 害 復 旧 事 業 
4,462,000  4,462,000 0 4,319,000 0 71,000 72,000 
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報告第３号 

 

   事故繰越し繰越計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項において準用する同令第１４６条第１項の規定に基づき、令和７年

度鳥栖市一般会計予算の事故繰越しに係る歳出予算の経費を令和８年度に繰り越したので、同令第１５０条第３項において準用する同

令第１４６条第２項の規定により、次のとおり報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 68 - 

令和７年度鳥栖市一般会計事故繰越し繰越計算書 

 

款 項 事業名 
支 出 負 担 

行 為 額 

左 の 内 訳 支 出 負 担 

行 為 

予 定 額 

翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

説 明 
支出済額 支出未済額 

既 収 入 

特定財源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地方債 その他 

 

１０ 
 

教

育

費 

 

５ 
 

保

健

体

育

費 

 
 

 
 

サ

ガ

ン

鳥

栖

Ｕ

❘

１

５ 
 
 

 
 

活
動
環
境

整
備
支

援
事
業 

円 

 

 

 

 

6,000,000 

円 

 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

 

6,000,000 

円 

 

 

 

 

6,000,000 

円 

 

 

 

 

6,000,000 

円 

 

 

 

 

6,000,000 

円 

 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

 

0 

車両の製造及び

納車に遅延が生

じたため。 
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報告第４号 

 

   継続費繰越計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定に基づき、令和７年度鳥栖市産業団地造成特別会計予算の継

続費の経費の残額を令和８年度に繰り越したので、次のとおり報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 70 - 

令和７年度鳥栖市産業団地造成特別会計継続費繰越計算書 

 

款 項 事業名 
継 続 費 

の 総 額 

令和７年度継続費予算現額 支 出 済 額 

及 び 

支出見込額 

残 額 

翌 年 度 

逓 次 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

予算計上額 
前年度逓次 

繰 越 額 
計 繰 越 金 

特 定 財 源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 

１ 
 

事

業

費 

 

１ 
 

事

業

費 

 
 

 
 

新
産
業
集
積
エ
リ
ア
整
備
事
業 

円 

 

 

 

 

3,244,110,000    

   

 

 

円 

 

 

 

 

262,978,000 

 

 

 

円 

 

 

 

 

862,665,000 

 

 

円 

 

 

 

 

1,125,643,000 

 

円 

 

 

 

 

670,524,000    

 

 

円 

 

 

 

 

455,119,000 

 

 

円 

 

 

 

 

455,118,000 

 

円 

 

 

 

 

86,473,000 

 

円 

 

 

 

 

45,000 

 

円 

 

 

 

 

368,600,000 

 

 

円 

 

 

 

 

0 

0 
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報告第５号 

 

   予算繰越計算書について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定に基づき、令和７年度鳥栖市水道事業会計予算の一部を令和８

年度に繰り越したので、同条第３項の規定により、次のとおり報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 72 - 

令和７年度鳥栖市水道事業会計予算繰越計算書 

 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

款 項 事 業 名 予算計上額 
支払義務 

発 生 額 

翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

不用額 

翌 年 度 繰

越 額 に 係

る 繰 越 を

要 す る た

な 卸 資 産

の 購 入 限

度額 

説 明 
企 業 債 

損益勘定 

留保資金 
その他 

１ 資本的 

支 出 

１ 建  設

改良費 

導・配水管更

新 整 備 事 業 

円 

 

 

286,577,000 

円 

 

 

0 

円 

 

 

286,577,000 

円 

 

 

200,000,000 

円 

 

 

86,577,000 

円 

 

 

0 

 

円 

 

 

0 

円 

 

 

― 

関 連 工 事

と の 工 程

調 整 等 に

日 数 を 要

したため。 
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報告第６号 

 

   予算繰越計算書について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定に基づき、令和７年度鳥栖市下水道事業会計予算の一部を令和

８年度に繰り越したので、同条第３項の規定により、次のとおり報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 74 - 

令和７年度鳥栖市下水道事業会計予算繰越計算書 

 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

款 項 事業名 予算計上額 
支払義務 

発 生 額 

翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

不 
用 
額 

翌 年 度

繰 越 額

に 係 る

繰 越 を

要 す る

た な 卸

資 産 の

購 入 限

度 額 

説 明 
国庫補助金 企 業 債 

繰  越 

工事資金 

損 益 

勘 定 

留 保 

資 金 

１ 資本的 

支  出 

１ 建  設 

改良費 

下 水 道 

施 設 

整 備 事 業 

円 

 

 

 

211,436,000 

円 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

211,436,000 

円 

 

 

 

92,972,800 

円 

 

 

 

99,000,000 

円 

 

 

 

14,317,000 

円 

 

 

 

5,146,200 

円 

 

 

 

0 

円 

 

 

 

― 

資材の納入

に不測の日

数を要した

ため。 

管 き ょ 

整 備 事 業 
77,540,000 0 77,540,000 23,300,000 54,200,000 0 40,000 0 ― 

国の臨時経

済対策に係

る事業であ

り、完了が

翌年度とな

ったため。 
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報告第７号 

 

   専決処分事項の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥栖市長の専決処分の指定に関する条例（昭和３２年条例

第７号）第２条第５号の事項を次のとおり専決処分したので、地方自治法第１８０条第 2 項の規定により、これを報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥栖市長の専決処分の指定に関する条例（昭和３２年条例

第７号）第２条第５号の事項を次のとおり専決処分する。 

 

  令和８年３月２５日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 76 - 

 施設の管理かしに基づく損害賠償の額を次のとおり決定する。 

 

１ 損害賠償の相手方及び損害賠償額 

損 害 賠 償 の 相 手 方 損 害 賠 償 額 

個 人 ５８８，１８７円 

 

２ 事件の概要 

  令和６年３月１２日午後５時ごろ、田代中学校において、野球部の生徒の打球が防球ネットを越え相手方家屋に直撃し、外壁の一

部が破損した。 
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報告第８号 

 

   専決処分事項の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥栖市長の専決処分の指定に関する条例（昭和３２年条例

第７号）第２条第５号の事項を次のとおり専決処分したので、地方自治法第１８０条第２項の規定により、これを報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥栖市長の専決処分の指定に関する条例（昭和３２年条例

第７号）第２条第５号の事項を次のとおり専決処分する。 

 

  令和８年３月２５日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 78 - 

 施設の管理かしに基づく損害賠償の額を次のとおり決定する。 

 

１ 損害賠償の相手方及び損害賠償額 

損 害 賠 償 の 相 手 方 損 害 賠 償 額 

個 人 ３１６，５３６円 

 

２ 事件の概要 

  令和７年６月１日午前１１時ごろ、田代中学校において、野球部の生徒の打球が防球ネットの破損箇所を通過して相手方家屋に直

撃し、外構フェンスの一部が破損した。 
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報告第９号 

 

   専決処分事項の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥栖市長の専決処分の指定に関する条例（昭和３２年条例

第７号）第２条第５号の事項を次のとおり専決処分したので、地方自治法第１８０条第 2 項の規定により、これを報告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥栖市長の専決処分の指定に関する条例（昭和３２年条

例第７号）第２条第５号の事項を次のとおり専決処分する。 

 

  令和８年３月２５日 

 

                                              鳥栖市長 向 門 慶 人   

 



- 80 - 

 施設の管理かしに基づく損害賠償の額を次のとおり決定する。 

 

１ 損害賠償の相手方及び損害賠償額 

損 害 賠 償 の 相 手 方 損 害 賠 償 額 

個 人 ２１，５０５円 

 

２ 事件の概要 

  令和７年６月１６日午後５時ごろ、田代中学校において、野球部の生徒の打球が防球ネットを越え相手方家屋に直撃し、屋根瓦の一

部が破損した。 

 


